
地域子育て創生事業の活用例③（総合的な放課後児童対策）  

空き教室が無く、  放課後子ども教室の  

未設置学区が多く、  クラブの指導員の  クラブの実施場  

が無い  

大規模クラブ解  
指導員に有資格者  人材確保が困難   放課後子どもプラ   

の実施に遅れ  

消のために分宙  

が必要  がいない  

放課後児童クラブと放課後子ども  

教室の連携を促進するための支  

援（放課後子どもプラン連携促進  

事業）  

・放課後子ども教室立ち上げ時の   

支援や連携調整に必要な経費など  

放課後児童クラブの指導員の資  

質向上のための支援   

一資質向上、人材育成のための研修  
など  

賃借物件により新  
一
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 童クラブを実施するた  

・賃借料等の補助  

・開設準備経費の補助 など  

新待機児童ゼロ作戦、放課後子どもプランの着実な推進   
放課後児童クラブの設置促進、サービスの質の確保   



社会保障国民会議中間報告（平成20年6月19日）の抜粋  

○ 子どもとともに親も成長する充実感、子育ての本当の楽しさを実感   
できるような子育て支援が必要  

○ 子育て支援は地域が支えることが重要。＝■NPOなどの市民団体   
や、■・・地域住民など、多様な主体が担い手となって、地域全体が子   
育てに関われるような支援、子育て家庭のリスクにもきめ細やかに   
対応できるような地域のネットワークが必要。  

○ 担い手の育成という視点も含め多様な主体の参画に向けた検討が   

なされるべき。  
○ 親自身がやがて支援者側に回れるような循環を地域に生み出す環   
境作りが必要。  

○ 子育て支援は、すべての家庭を対象に、＝一子育てが孤立化しない   
ように、子ども自身と親の成長に寄り添う形で支援することが重要。  
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※この他、「緊急人材育成・就職支援基金  
（仮称）」による事業等を活用し支援を実施  

※生活保護世帯について、子どもの健全  
育成のため、子ども（小・中・高校生）のい  
る家庭への学習支援のための新たな給付  

等を実施   

★の事業については、父子家庭も対象。   



高等技能訓練の受講時における給付の充実  
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※ 住民税課税世帯についても、（月額）51，500円から月額70，500円へ引上げ。   
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職業訓練受講時の託児サービスの充実  

【安心こども基金】   

現在の厳しい経済・雇用情勢に対応するため、母子家庭の母を含む就業困難者に対する職業能力形成機会の拡充が図  

られているが、ひとり親家庭が織業訓練に参加する上で託児サービスの充実が不可欠である。   

このため、職業訓練に参加するひとり親の子どもの託児サービスを母子家庭等就業・自立支援センターにおいて提供  

する。   

※併せて、市町村単位での託児サービス充実を図るため、母子家庭等日常生活支援事業において事務費の見直し（研修経費、託児場所の  

借上代等の追加等）を行う。  
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職業紹介等を行う企業等によるひとり親家庭の就業支援  
【安心こども基金】   
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